








要約:母子保健事業で、発達障害関係の有効な運営のために児童相談所に援助を求めた場合、

期待するほどの効果は上がっていないと指摘される。その理由を児童相談所の業務件数と

業務内容・その相談所が受け持っている地域における発達障害児の発生率から、すべての

発達障害児が児童相談所とかかわりあいを持つと仮定して、その回数を算出し検討を加え

てみた。相談所が発達障害児に相談・指導を行なったのは 1人当り 8歳までに 1.2 回であ

った。今回の対象児には非行問題など非発達障害児への業務は含まれていない。現在の業

務内容に効率的改革が期待できないとすれば、健診への現場参加を児童相談所に求めるこ

とは困難であり、コーデイネイター的あるいは特殊なキーパーソン的役割を求める方向が

実効的発想であると考えられた。 


